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背景：腎症重症化予防の必要性
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出所：DPPヘルスパートナーズ社、データホライゾン社資料を基に作成



背景：透析患者数の推移
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出所：一般社団法人日本透析医学会（2015）「図説わが国の慢性透析療法の現況」



背景：透析導入患者の主要原疾患の推移
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出所：一般社団法人日本透析医学会（2015）「図説わが国の慢性透析療法の現況」



事業概要
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上位目標 市民の健康寿命の延伸

期待される
便益

• 市民のQOLの向上

• 治療にかかる医療費の適正化

• 死亡したり通院･入院したりすることで、労働ができないことによる逸失所
得の削減

事業目的 人工透析への移行予防

事業
実施体制

受益者 B市国保加入者の糖尿病性腎症患者（第3期～4期）
行政 B市
事業者 DPPヘルスパートナーズ（調整中）
中間支援組織 日本財団
資金提供者 銀行等（調整中）
独立評価機関 大学等（調整中）

事業内容 • 糖尿病性腎症で通院中の患者のうち、特に人工透析への移行リスクの高い

第3期～4期の患者100名を対象

• 食事療法等の保健指導を行い、通常約10%と言われる第4期から人工透析

（第5期）への移行率を抑えることで、人工透析への移行を予防。



事業内容：ロジックモデル
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活動 アウトプット アウトカムインプット

食事指導 食事の改善
（低蛋白、減塩、等）

適度な運動

QOLの維持/

向上

医療費の

適正化

ステージの維持/

透析移行予防

腎機能の

維持

血糖値の

改善

指導プログラム

の修了

看護師、保健師、

管理栄養士、等

独自のテキスト、

管理手帳

デバイス等、

機材

運動指導

ストレス

マネジメント指導

過量飲酒の

減少

禁煙

面談、電話による

6ヶ月間のプログラム

保健指導プログラム 生活習慣の

改善

逸失所得の

削減

出所：日本医師会、日本糖尿病対策推進会議、厚生労働省（2016）「糖尿病性腎症重症化予防プログラム」を参考に作成。

ステージ進行/

人工透析移行予防



参考 事業内容：保健指導プログラムの詳細（1）
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疾病予防プログラムのためのテキスト・自己管理手帳

取り扱うテキストや自己管理手帳は広島大学森山研究室で開発。研究により効果が証明済。

1ヶ月目 2ヶ月目 3ヶ月目 4ヶ月目 5ヶ月目 6ヶ月目 6ヶ月以降

主な指導内容

食事指導（低たんぱく、減塩、適正カロリー量など）、活動と休息のバランス、運動指導、ストレスマネジメント、服薬

指導、血糖管理（自己血糖測定など）、フットケア等。

データ追跡

保健指導プログラムの概要（面談3回電話9回の例）



参考 事業内容：保健指導プログラムの詳細（2）
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かかりつけ医
プログラム

参加者

DPP

ヘルスパートナーズ

保健師・看護師

管理栄養士

指導内容の報告

（月1回）

かかりつけ医の治療方針、

生活指導内容に基づいた指導

定期的な受診

信頼関係の構築



事業実施体制
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B市

独立評価機関
（大学、等）

②資金提供

中間支援組織
（日本財団）

糖尿病性腎症患者
（第3期/4期）

事業者
（DPP）

⑤保健指導実施

⑥成果の評価

⑦評価結果報告

①業務委託契約

資金提供者

⑧成果に応じて
支払い

人工透析への
移行の予防

⑨利子・元本返済/配
当・償還

かかりつけ医
定期的な
受診

連携

③事業者の選定, 業務実施委託契約
④プロジェクト管理



期待される便益
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対象者100人（第3期70人、第4期30人）に対して保健指導を行い、第3期から第4期、第4期から第5期への1年後の移行率を抑制できた場合の、人工透析予防数と

医療費適正化効果

* 2,900万円＝サービス提供費2,456万円＋SIB運営費444万円。成果が目標を超えた場合に支払う成功報酬は含まず。

** 目標値達成ケース。5年後の介入群と非介入群の第5期患者数の差。保健指導実施によって人工透析への移行率を約10%から約2.6%に抑えられると想定。

*** 目標値達成ケース。第3期医療費=約43万円/年、第4期医療費＝約71万円/年、第5期医療費=550万円/年として計算。

人工透析予防数 8人**

総事業費（投資額） 2,900万円*

医療費適正化効果 約1.1億円***



支払条件案
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成果指標 中間成果指標：生活習慣の改善者数

最終成果指標：ステージ進行/人工透析移行予防（患者数）

支払額 下記の条件に従って支払い。

評価方法 生活習慣の改善者数：

第三者評価機関による質問紙等による調査

ステージ進行/人工透析移行予防（患者数）：

保健指導を行う「介入群」の観察期間後の予後データと、過去の特定健診データ、レ
セプトデータから算出した予後データとを比較し、介入によるステージ進行/人工透
析移行予防の効果を評価する

指標 支払内容

事業完了 サービス提供費の40%を支払い（＝最低保証額）

生活習慣の改善者数 サービス提供費の残り60%を改善者数の目標値で等分した額/1人

ステージ進行/
人工透析移行予防

第3期での維持：20万円/1人 *

第4期での維持：200万円/1人 * 

ただし、生活習慣の改善者数を超えた場合にのみ支払い、サービス提供

費の130%を上限とする。

* 想定される医療費適正化効果の範囲内で、事業者の採算性を考慮し決定。第3期で維持することによる医療費適正化効
果は約30万円/年、第4期で維持することの医療費適正化効果は約480万円/年と想定。



本事業実施によるB市支払イメージ
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成果が出なかった場合のリスクは

民間資金提供者が負担

通常の業務委託と

支払額は同じ

支払は増えるがそれ以上に

国保特別会計の便益は増加

成果が全くない場合 目標を超えて成果を出した場合目標を達成した場合

6,911万円

11,130万円

支払上限額

サービス提供費の

130%

医療費適正化効果

14,323万円

医療費適正化効果

9,367万円

市支払額

3,193万円
市支払額

2,456万円

市支払額

982万円
最低保証額

サービス提供費の

40%

成果

市支払額/

医療費適正化額



予算計上～支払の流れ
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平成28年度 平成29年度 平成30年度

• 予算計上

→最大の支払額で債

務負担行為の設定

• 事業実施

• 第三者評価機関による

評価結果を受け、以下

の支払を実施

‐ 最低保証部分

‐ 生活習慣改善連動

部分

• 第三者評価機関によ

る評価結果を受け、

以下の支払いを実施

‐ ステージ進行/人工

透析移行予防部分

平成31年度

• 観察期間作業内容

年度毎の

最大支払額

（税抜）

最低保証 982万円

成果連動部分 1474万円

合計 2456万円

成果連動部分 737万円※観察期間のため支払なし



事業スケジュール
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タスク スケジュール

事業者選定・契約

対象者抽出

参加同意勧奨・

参加者確定

保健指導実施
6ヶ月間

（月次で進捗報告）

1月 2 3 4 5 6 7 1 4

2016年度 17年度 18年度

… 12 2 3 … 4 …

19年度

2 3

独立評価機関による

評価実施
評価

計画
中間評価 最終評価

支払実施
中間成果指標

に基づき支払

最終成果指標に

基づき支払

事業実施期間 評価期間


